





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　Xl（，）　Xl（，） Xエ（の　 　 　　　　　　　1十gi（t－i）　（19）　　　　　　　　　　　　tttlE7．S
　他方，（17）の両辺をX1（，）で割れば
　　St｛iilf）1－i，‘；　＝　Jti．gi（t）＋　x2．g2（t）．一i：itli］一（：一　（20）
　又，余剰生産財については△C（t）＝V1（t）＋M1（t）一C2（、）なる関係が成立する
から，これを整理すれば
　　f；Silfl？一ie一一（yi＋zl）一Jc2・一i：；tfg－f．i）　｛21）
　⑳の関連を⑲の左辺に代入すれば
　　菱　li「薯畿i当，）　　　　　（2・）
　更に，⑳の左辺に代入すれば
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　　姜ii二一、弩裏貼，）　　　　　　　㈱
　上において明瞭であるところの囲と（23）の相違が，前記の（12）と⑮の相違に他
ならないのである。⑳が意味していることは，t－1期の第1部門の成長率
の変動状況によって，t期の部門構成比率hωが規定されるということであ
り，㈱はt期における均衡が維持されるための条件，即ち，部門構成比率が
所与であるならば，均衡が維持されるためには，両部門の成長率は一次の関
数関係の下にあるということを意味しているのである。旧稿において，圃を
「動的均衡条件」　（正確には（22）と㈱を等置してえられるもの），㈱を「一時
的均衡条件」と名付けていたものである。
　かくて，a2＞において，　X2ωの内実を先行的に規定するという方法は，生
産の決定が計画的・意識的におこなわれる社会主義経済においてのみ妥当す
るものであるとすれば，（13）の関連は，資本制生産が前提される下では成り立
ちえないものであり，それ故，（11）と（13）をもって，　「社会的資本の総体の運動
形態」を呈示するものとしての再生産表式の一般的表現とみなすことは出来
ないのである。
　ところで，（11）とa3）が形式的にしろ成立し，再生産表式の一般的表現たりう
るものと仮定しても，それらから第1部門蓄積率の時系列的変動状況と両部
門の成長率の動態的関連を導くことが出来る。
　第1部門の成長率の定義から
　　Xl（，＋1）　　　　　一1十gi（t）　（24　　Xl（t）
　他方，（13＞から次の関係を導くことが出来る。
　　鵠）一、≒語矯寵）・（・＋9・（t・）　　　　　㈱
　（14＞と（15）から
　　空読1謡総ア一頭ll；　　　　　　　⑳
　ところで，al（1＋1）蓬a1（t）の関係に対応して，1・一　x1（1」ト91（t＋1））奎1一　Ci
　　　　　　　　　　　　　　　－55一
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（1＋9i（、））なる関係を導き出すことが出来る。然るに，0＜a1（、）＜！の時は，
1一　x1（1＋91（、））＞0が常に成立するので，次の対応する関係が成立すること
になる。
　　　　　　　　　　ユーX1（1十91（d）），　　　　　　　　　　　　　　　　　　姜1　　　　　　　　　　伽）　　al（、＋ユ））峯a1（，），　　　　　　　　　　1・一X1（1十91（t＋1））
　伽の関係を⑳の左辺に代入して整理すれば，
　　1）a1（t＋1）＞a1（，）のとき，　g1（t）＞g（2t）。
　　2）a1（t＋1）〈a1（t）のとき，　g1（t）＜g2（t）。
　　3）al（t＋1）一a1（t）のとき，　g1（t）＝g2（t）。
　1）は，第1部門蓄積率が年々増大していくときには，第1部門の成長率
は第2部門の成長率を凌駕していくということであり，2）は，その逆に，
第1部門蓄積率が年々減少していけば，第2部門の歳長率が第1部門の成長
率を凌駕するということである。3）は，第1部門蓄積率が年々一定であれ
ば，両部門の成長率は均等になるということである。かくて，第2部門蓄積
率の先行性による（11）と（13）の場合においても，第1部門蓄積率の時系列的変動
状況によって，両部門成長率の動態的関係，従って，拡大再生産の動態が規
定されることがいえるのである。換言すれば，第2部門の蓄積率が先行的に
決定されることが想定されたとしても，拡大再生産過程を主導する基本的契
機は，第1部門蓄積率であるということを帰結することが出来るのである。
　かくて，以上の検討から，いずれの部門の蓄積率を先行的に決定するかに
かかわらず，拡大再生産過程を主導する基本的契機は，第1部門蓄積率であ
るということが出来るのである。
　しかし，この第1部門蓄積率の拡大再生産過程における主導性それ自体は
社会主義経済においても法則的性格を持つものである。それ故，この第ユ部
門蓄積率の主導性そのことと，資本制生産における特殊な歴史的性格を反映
するものとしての第1部門蓄積率の独自的・先行的決定なる想定とは，明確
に区別されねばならないといえよう。後者は，概念的には第2部門蓄積率の
　　　　　　　　　　　　　　　一56一
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意識的・計画的・先行的決定に対立するものなのである。即ち，単純再生産
に要する以上の生産手段が先ず生産されておらなければならないということ
従って，Vl＋M，＞C2なる条件を含意するところの拡大再生産過程における
第1部門蓄積率の主導性ということと，第1部門蓄積率の運動が，先行的に
独自的・自律的なものとして与えられねばならないということとは，決定的
に相違するのであり，両者は概念的に区別されねばならないものである。
　勿論，後者の運動の現実飽・物質的基盤は，前者において与えられるもの
であることはいうまでもないであろう。だが，資本制的生産様式においての
み特徴的な資本の蓄積が産業循環なる現実的動態として顕現せざるをえない
ということは，資本制経済の基本的特質を反映するものとしての第1部門蓄
積率の自律的運動においてのみ，その論証が可能となるのである。
　かくて，高須賀氏が，筆者の設定した「第1部門蓄積率の先行性」なる命
題は，　「重要性」と「先行性」とを混同したものとして批判するそのこと自
体は，批判者自身が「重要性」一「主導性」と「先行性」とを概念的に区別
することなく，後者を前者に解消してしまっていることを意味するものであ
るといえよう。両者を概念的に区別することは，高須賀氏の「理解を越え
る」問題であるが，そこに，氏のr再生産表式分析」が，結論としては「拡
大再生産の自由度」というそれ自体あらゆる社会形態に共通な闇題しか論じ
ることが出来ず，資本主義経済に固有な再生産の問題に関しては何等の言及
をもなしえない限界があるといえよう。
（四）
　ところで，長岡氏は，再生産の条件を「一時的均衡条件」と「動的均衡条
件」とに区別することを強調され，筆者が拙著の第6章においてその区別を
かならずしも明確にしていない点を批判されている。長岡氏は，　「均衡の連
?
続的成立」という観点から，両者の区別の重票性を主張され，それが必要な
のはマルクスの拡大再生産表式の第2年度以降とは異なる「第1年度の特異
　　　　　　　　　　　　　　　一57一
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性」を論じる際に重要であるからとされる。長岡氏によれば，マルクスの拡
大再生産表式の具体例において，その第1年度は，　「一時的均衡条件」をみ
たしているが，「動的均衡条件」をみたしていないのであり，それ故，その
出発表式の第1年度は，表式としては不合理であり，不適格であるというこ
とである。
　そこでまず，両条件の区別の意味することについてみよう。夫々は，先に
も記したよケに次のようなものである。
　「一時的均衡条件」
　　斐iili一、弩岩讐盆，）　　　　　（28＞
　「動的均衡条件」
　　撮轟iき一r、一曇農1。、）　　　　（2・）
　然るに，この「動的均衡条件」が導出されるに際しては，次の関係式が媒
介とされていたのである。
　　斐菱1；一、弩瀞妾譜、）　　　　　　　（30）
　㈱は，t期において，両部門の構成比率が所与であれば，両部門成長率
（或は蓄積率）は1次の関数関係にあるということを意味している。これに
対して，劒は，t期の両部門の構成比率は，前期のt－1期の第1部門成長
率によって規定されるということである。換言すれば，（30）において，その左
辺の部門構成比率が与えられるならば，t－1期の第1部門成長率も一義的
に決定されるということである。かくて，t期の部門構成比率が所与である
という想定のもとでは，（28）と（29）は全く同一の性格の方程式に他ならないの
である。
　両条件の区別が一定の意味をもつのは，（29＞において，t－1期の第1部門
の成長率のみが，t期の両部門の成長率の相対的関係，関数関係を規定して
いるということが明示されていること，従って，そこでは第1部門蓄積率の
　　　　　　　　　　　　　　　一58一
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持つ拡大再生産過程の主導性が提示されているという点においてである。
　次に，長岡氏が，マルクスの表式の第1年度は，表式としては「不適格」
であるとされていることについてみてみよう。長岡氏は，マルクスの表式に
おいて，すべてのパラメーターをコンスタントと仮定したときの「動的均術
条件」は，次のようなものになるとされる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）m工 m2　　　　　　　　a2　（3／）　　　　al　＝　　1十ri　　　l十r2
　然るに，この融の関係をみたすことができるのは，マルクスの表式では第
2年度以降のことであり，第1年度においては妥当しないものである。この
ことをもって長岡氏は，マルクスの表式の第1年度は，　「不合理」，　「不適
格」であるとされるのである。
　ところで，⑳が意味していることは，一見して明らかなように両部門の成
長率が均等であるということである。一般的にパラメーターがすべて一定で
あると仮定すれば，第2年度以降において両部門成長率の均等性が達成され
る。それ故，長岡氏は，マルクスの表式において第2年度以降は両部門の成
長率が均等であるが，第1年度においては不均等であることをもって，その
第1年度は表式としては「：不合理」，　「不適格」とされたのである。しかし
両部門の成長率が不均等であったとしても，そのことで直ちに表式としては
「不合理」であるとすることは出来ないであろう。
　ところで，マルクスの表式の第1年度は，表式としては「不適格」ではな
いとしても，第2年度以降とは異なる特異性を示していることは確かであ
る。第1部門において蓄積率が，年々50％と一定に想定されているにもかか
わらず，第2部門においては第1年度では2Q％であり，第2年度では30％と
なっているのであり，第2部門の蓄積率が一定になるのは，第2年度以降の
ことである。長岡氏は，この第2部門蓄積率においてのみ生じている第1年
度から第2年度にかけての変動をもって，表式としての「不合理性」を主張
（ll）長岡豊「拡大再生産の均衡条件」　r経済学論叢』　（福岡大学）工2－1，35ページ。
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されたのである。
　がが，かかる変動それ自体は決して表式としての「不合理性」を意味する
ものではないが，それが何を意味するものであり，如何なる理由によって惹
起されるのかという問題は，それ自体として検討を要することでもある。
　まず，具体的に問題をみてみよう。
　第1年度
　　工）4000C＋ユOOOV＋1000M＝6000
　　g）　lsooc＋　7sov＋　7soM＝3000
　　　aia）＝50／06，　a2q）＝2096，　ha）＝＝2：
　第2年度
　　1）4400C＋1ユOOV＋1100M＝6600
　　1）　1600C＋　800V＋　800M＝一3200
　　　ai（2）　＝＝　50　96　，　a2（2）　＝＝　30　／06　，　h（　2）　＝　33／16
　第3年度
　　工）4840C＋ユ2ユOV＋1210M＝7260
　　皿）1760C＋880V＋880M　・一　3520
　　　al（3）＝＝50cro，　a2（3）＝30％，　h（3）＝33／16
　上記の式において，第2年度の部門構成比率は33／16であり，第1年度の
　　　　　　　　　　　s第1部門蓄積率が50％と与えられていることから，第2年度における「一時
的均衡条件」と「動的均衡条件」は，？8）と四より次のようになる。
　（28）にh（2）一33／16を代入して整理すれば
　　22gi（，）＋892（t）：＝3　（32）
　四にgユ（1）一1／loを代入して整理すれば
　　22gi（，）十892（t）＝3　（33）
　（32）と㈱は全く同一の式であるが，そのことは，第2年度において，「一時
的均衡条件」と「動的均衡条件」とは全く同一であるということに他ならな
いのである。更に，第ユ年度において，ha）＝＝2と与えられていることから，
　　　　　　　　　　　　　　　一60一
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その時の「一時的均衡条件」は
　　8gi（t）十392（t）＝1　（34）
　然るに，h（1）＝2と与えられるならば，（30＞より91（、＿1）＝％ユを得ることが
出来る。これを（29）に代入して整理すれば
　　8gi（t）十392a）＝1　（ss）
　図と㈲は，全く同一の式であるが，そのことは第1年度においても両条件
が同一であることを意味しているのである。それ故，長岡氏が第1年度にお
いては「一時的均衡条件」のみが充され，　「動的均衡条件」が充されないと
されたのは誤りであるといえよう。長：岡氏の誤りは，第0年度から第1年度
にかけても第1部門蓄積率が50％であると想定されたことによるものであ
る。しかし，第1年度の部門構成比率h（1）一2が達成されるためには，第1
部門の蓄積率は50％ではなく45．5％でなければならないのであり，それ故，
成長率も駈。ではなく1／11でなければならないのである。
　かくて，マルクスの表式の第！年度において特異にみることの出来る両部
門成長率の不均等性，或は，第2部門蓄積率の変動という現象は，第1部門
蓄積率が第O年度から第1年度にかけて45．5％から50％へと変動したことが
第2部門蓄積率においては，一期遅れて第1年度から第2年度にかけて20％
から30％への変動として現れたものといえよう。第1部門蓄積率が変動した
ことの結果として，第1年度において両部門成長率の不均等性が惹起された
のであって，それは決して「特異性」と名付けられるようなことではない。
　以上の点を一般的な関連において確認しておこう。（29＞より，第2部門の成
長率は次のように表現することができる。
　　　　　1一　x　i（1　十gi（t））　　　　　　　　　　　　　（！十gi（ta））一1　（36）　　g2（t）　＝　　　　　1一　x　i（1　十　gi（t－i））
　儒）において，g1（t）＝＝　g1（t＿1）であれば，　g1（t）；g2（t）となる。即ち，　t－1期と
t期において，第1部門の成長率が等しければ，t期においては両部門の成
長率の均等性が達成されるということである。マルクスの表式では，この関
　　　　　　　　　　　　　　　一61一
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辿は第2年度以降に妥当するのである。然るに，91（ゆ≒91（t＿1）であれば9エ（t）
キ9（2・）となる。即ち，t・一　1期とt期において，第1部門成長率が同一でな
ければ，t期においては両部門成長率の均等性が達成されえないということ
である。マルクスの表式の第1年度はこのケースに他ならないのである。
　ところで，第1年度から両部門の成長率が均等になるような再生産表式は
作成が可能である。それはマクルスの表式においては第2年度と同一の部門
構成比を持てば良いのであるが，次のようになる。
　　工）4000C＋1000V＋ユ000M＝6000
　　1．）　1454C＋　727V＋　727M＝2908
　ここにおいて，a1－50％，　a2　一一　30％（正確には21％27）であれば，蓄積配
置は
　　工）4000C＋1000V＋500MK＋400M二＋ユ00Mv
　　ll）　1454C＋　727V＋508MK＋146Mc＋　73Mv
　かくて，第2年度の出発表式は
　　1）　4400C＋1100V＋1100M＝6600
　　1）　1600C＋　800V＋　800M＝＝　3200
　これはマルクスの表式において第1年度の第1部門の蓄積率を50％，第
2部門の蓄積率を20％としたときの結果と全く同一のものである。このこと
は，第1年度において一定の限界内においてではあるが，第2部門の大きさ
が任意に設定されたとしても，第ユ部門蓄積率が一定に糸雄持されるならば，
第2年度以降における再生産構造は同一になるということを意味しているの
である。そこにおいては，第2部門の蓄積率がその調整的役割を演じている
のであるが，そこに第1部門蓄積率が拡大再生産過程を主導する基本的契機
であることの具体的表現をみることが出来るといえよう。
　高須賀氏もマルクスの表式における第1年度の両部門成長率の不均等性を
問題にされているが，氏は次のように述べておられる。
　まず，㈱と同一の式を提示したうえで，そこから次のように帰結されてい
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る。　「ここでt期を表式の初年度とおけば，初年度の第2部門の成長率は，
当年度の第ユ部門の成長率だけでなく，その前年度の表式では初期条件の中
にimplicitに含められている前年度の第工部門の成長率によっても規定され
る。そしてこの大きさは，前年度の拡大罵生産の自由度の範囲内で如何なる
値でも取りえたのであるから，その影響をうけて，拡大再生産の第1年度の
第2部門の成長率は，第1部門では規則的成長率が実現されていても，それ
と同じになる保障はない。これが，マルクスの拡大再生産表式の第1年度だ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　うけにみられた両部門の成長率不等の原因である。」
　マルクスの表式の第1年度における両部門成長率の不均等性は，第1部門
蓄積率が第O年度と第1年度とにおいて変動している結果として惹起された
ものであるが，高須賀氏は，この第1部門蓄積率の変動との関連において，
その第1年度の「特異性」を問題にされていないので，その説明は明解さを
欠くものになっているといえよう。
　最後に，以上の問題を第1部門を細分割した場合について検討しておこ
う。第1部門を細分割した場合の一般的表現は次のようになる。
　　　　　　　　　しヘユ　　XIA（t）＝XIA（1）・∬（1＋91A（k））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）
　　　　　　　　　k＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こへ　　　　y1A（1＋m－r1A・9m（し＿D）XIA（D・∬（1＋91A（k））　　　　（38）　　X］．B（し）・＝
　　　　　　　C　113　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し　ヨ　　　 ylA（1＋m－rl。・91A，、．，））X1△（、）・ll（1＋91A（、））　（39）　　X2（t）＝・・：
　　　　　X2●」じ1B　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k＝i
　この場合には，（39）から明らかなように第IA部門蓄積率の変動は，第2部門
においては二期遅れて現象することになるのである。即ち，第IA部門蓄積率
が規則的に維持されたことの結果は，第2部門においては，第3年度以降に
おいて現象するということであり，第lA部門蓄積率が第1年度から一定に維
持されたとしても，第1年度と第2年度においては成長率の不均等性が惹起
されるということである。以上の点を具体的な表式おいて確認しておこう。
（12）高須賀義博『再生産表式分析』l14ページ，新評論，1968年。
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（X］Aを第1部門用生産手段生産部門，XIBを第2部門用生産手段生産部門
とする。）
　まず，出発表式を次のようにおく。
　　XエA＝2880C＋720V＋720M＝4320
　　XユB＝1120C＋280V＋280M＝1680
　　×2　＝＝1500C＋750V＋750MF3000
蓄積配置図
　　XiAc，）　＝　2880C＋　720V　一一F　360M，〈　＋　288Mc　＋　72M．
　　X，．c，）＝1120C＋280V＋240M，，＋　32M，＋　8M．
　　X2（i）　＝＝1500C＋750V＋480M．＋180M，＋90M．
　　但しa1A（1）＝50％，　a1B（1）＝　14．2％，　a2（1）一36％
第2年度
　　XiA（2）　＝＝　31　68C　＋　792V　＋　792M　＝　4752
XiB（2）　＝1152C＋288V＋288M＝pa　1　7bZ　g
　　X2（2）　一1680C＋840V＋840M＝3360
蓄積配置図
　　XユA（2）＝3ユ68C＋792V＋397MK＋316Mc＋79Mv
　　XiB（2）＝1！52C＋288V＋143M，，＋116Mc＋29M．
　　X2（2）　＝1680C＋840V＋747Mi，＋　62Mc＋31Mv
　　但し，a1A（2）＝50％，　a1B（2）幸50％，　a2（2）牛11％
第3年度
　　XiA（3）一3484C＋871V＋871M＝一5226
　　XiB（3）　＝＝　1268C　＋　317V　＋　317M　＝　：　1902
　　×2（3）　＝1742C＋871V＋871M＝3484
蓄積配置図
　XiA（3）＝＝3484C＋871V＋436M，〈＋34BMc＋87M．
　　XiB（3）　＝＝　1268C　＋　317V　＋　159Mi〈　＋　126Mc　＋　32Mv
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　　X，（，）＝1742C＋871V＋631M，，＋160M，＋80M．
　　但し，aユA（3）；50％，　alB（3）＝50％，　a2（3）＝一　27．49i／
　第4年度
　　XiA（4）一3832C＋958V＋958M＝＝5748
　　XiB（4）＝1394C＋349V＋349M＝2092
　　×2（4）　一1902C＋951V＋951M－3804・
　蓄積配置図
　　XiA（4）　一一　3832C　＋　958V　＋　478Mi〈　＋　384Mc　＋　96Mv
　　XiB（4）　＝＝　1394C　＋　349V　＋　176M，，　＋　138M，　＋　35M，
　　X2（，）　＝　1902C　・＋　951V　＋　660M，，　＋　190M，　＋　95M．
　　但し，a1A（4）＝50％，　a1B（4）＝50％，　a2（4）÷30％
　ここで，第3年度の第2部門の蓄積率a2（3）については若干のコメントが
必要である。それは本来，30％であるべきものであるが，第IB部門の第2
年度から第3年度にかけての増大率が，かならずしも10％ではなくそれより
低いので，その低い増大率の結果として，第3年度の第2部門の蓄積率が30
％より低くなったのである。それ故，理論的には，第3年度から第2部門の
蓄積率が30％になるものとされねばならないのである。かくて，上記の具体
的な例の場合には，第1A部門蓄積率が年々50％と一定に維持された場合，
第1B部門は第2年度から50％と一定になり，第2部門は第3年度から30％
と一定になるのであり，第3年度以降においてはじめて各部門の均等成長率
が達成されることになる。
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